
 

山口市仕事と子育て両立応援企業助成金交付要綱  

 

（目的） 

第１条  この要綱は、市内事業者の仕事と子育ての両立可能な職場環境づくりに向けた取

組に対して、費用の一部を助成することで、子育てをしながら安心して働き続け

ることのできる職場環境の増加を図り、ひいては女性の活躍推進や市内事業者の

人材確保に繋げていくことを目的とする。 

（定義）  

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。  

(1) 中小企業者 次のいずれかに該当する場合をいう。  

ア 中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条に規定する中小企業者 

イ 中小企業団体の組織に関する法律（昭和３２年法律第１８５号）第３条第１項

に規定する中小企業団体 

 ウ 特定非営利活動法人（特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２条

第２項に規定する特定非営利活動法人をいう。）であって、常時使用する従業員

の数が３００人以下（ただし、小売業を主たる事業とする事業者については５０

人、卸売業又はサービス業を主たる事業とする事業者については１００人以下）

のもの 

 エ その他これらに準ずる者として市長が認めるもの 

 (2) 一般事業主行動計画 次世代育成支援対策推進法（平成 15 年法律第 120 号）

第 12 条第１項又は第４項に基づき同条第１項に規定する一般事業主行動計画及び

女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成２７年法律第６４号）第

８条第１項又は第７項に基づき同条第１項に規定する一般事業主行動計画をい

う。  

（助成対象者）   

第３条 山口市仕事と子育て両立応援企業助成金（以下「助成金」という。）の交付の対

象となる者（以下「助成対象者」という。）は、次に掲げる要件を全て満たすものとす

る。 

(1) 山口市内に主たる事業所を有する中小企業者であること。 

(2) 市税の滞納が無いこと。 

(3)  山口市からの指名停止措置を受けていないこと。 

(4)  事業主又は役員に暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法 

律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員がいないこと。 

（助成対象事業）  

第４条 助成金の交付の対象となる事業（以下「助成対象事業」という。）は、従業員が

子育てしながら働きやすい職場環境づくりに向けた取組で、次の各号のいずれかに該

当するものとする。ただし、国、県又は市等の助成金等を受けた経費については対象

外とする。 

(1) 休暇制度の見直し 



 

(2) 柔軟な働き方に向けた制度の見直し 

(3) 男性の育児休業取得の促進 

(4) 一般事業主行動計画の策定 

(5) 女性管理職候補者の育成又は女性管理職の積極的な登用 

(6) 労務担当者又は従業員に対する研修、周知及び啓発 

(7) 前各号に掲げるもののほか、仕事と子育ての両立可能な職場環境づくりに向けた

制度の導入で、市長が認めるもの 

２ 助成対象事業を実施する期間は、第７条第２項に定める交付決定を受けた日から、

当該交付決定を受けた日の属する年度の２月末日までとする。 

 （助成対象経費） 

第５条 助成金の交付の対象となる経費（以下「助成対象経費」という。）は、別表１に掲げる経

費のうち、市長が助成対象事業の実施に必要かつ適当と認めた経費とする。 

（助成金の額） 

第６条 市長は、助成対象者に対して、予算の範囲内において、助成金を交付する。 

２ 同一の助成対象者に対する助成金の交付は、同一年度内において１回を限度とする。 

３ 助成対象者に交付する助成金の助成率及び助成限度額は、別表２のとおりとする。ただし、

助成限度額に１００円未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとする。  

 （交付の申請）   

第７条 助成金の交付を受けようとする助成対象者は、山口市仕事と子育て両立応援企

業助成金認定申請書（様式第１号）に次の各号に掲げる書類を添えて市長に提出しな

ければならない。  

(1) 事業計画書（別紙１）  

(2) 事業実施に係る見積書等の写し 

(3) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類  

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査の上、助成金を交

付することが適当であると認めるときは、山口市仕事と子育て両立応援企業助成金認

定通知書（様式第２号）により、適当でないと認めたときは、山口市仕事と子育て両

立応援企業助成金認定却下通知書（様式第３号）によりそれぞれ通知するものとする。  

３ 市長は、前項の規定により助成対象事業を認定する場合において、必要があると認

めるときは、条件を付すことができる。  

 （事業内容の変更）   

第８条 前条第２項の規定による認定を受けた助成対象者（以下「認定事業者」という。）

は、事業内容を変更しようとするときは、速やかにその旨を山口市仕事と子育て両立

応援企業助成金変更承認申請書（様式第４号）を市長に提出し、その承認を受けなけ

ればならない。ただし、軽微な変更については、この限りでない。 

２ 市長は、前項の申請があったときは、その内容を審査の上、適当と認めるときは山

口市仕事と子育て両立応援企業助成金変更承認決定通知書（様式第５号）、却下する場

合は助成金変更承認却下通知書（様式第６号）により通知するものとする。 

（認定の辞退）   

第９条 認定事業者は、認定事業を中止又は廃止しようとするときは、あらかじめ、山口



 

市仕事と子育て両立応援企業助成金認定辞退届出書（様式第７号）を市長に提出しな

ければならない。 

（助成金の交付申請） 

第 10 条 認定事業者は、助成金の交付を受けようとするときは、当該認定事業が終了し

た日から３０日を経過した日又は当該年度の３月１０日のいずれか早い日までに、山

口市仕事と子育て両立応援企業助成金交付申請書（様式第８号）に次の各号に掲げる

書類を添えて市長に提出しなければならない。 

(1) 事業実施報告書（別紙２） 

(2) 助成対象事業の経過及び成果を証する書類 

(3) 助成対象経費の支払いを証する書類 

 (4) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（助成金額の交付決定） 

第 11 条 市長は、前条の規定により助成金交付申請書の提出があったときは、その内容

を審査の上、助成金を交付することが適当であると認めるときは、山口市仕事と子育

て両立応援企業助成金交付決定通知書（様式第９号）により、また、適当でないと認

めたときは、山口市仕事と子育て両立応援企業助成金不交付決定通知書（様式第１０

号）によりそれぞれ通知するものとする。 

（助成金の請求） 

第 12 条 前条の規定により助成金の交付決定を受けた事業者（以下「交付決定事業者」

という。）は、助成金の支払いを受けようとするときは、前条に規定する助成金交付決

定通知書を受理した後、速やかに山口市仕事と子育て両立応援企業助成金交付請求書

（様式第１１号）を市長へ提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の請求書を受け取ったときは、３０日以内に当該交付決定事業者に助

成金を交付する。 

（交付決定の取消し） 

第 13 条 市長は、交付決定事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、助成金の交

付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(1)  この要綱に違反したとき。 

(2)  認定及び助成金の交付に際して付した条件に違反したとき。 

(3)  助成金の申請に偽りその他不正行為があったとき。 

(4)  前各号に掲げる場合のほか、市長が不適当と認めるとき。 

２ 市長は、項の規定により認定を取り消す時は、山口市仕事と子育て両立応援企業助

成金交付決定取消通知書（様式第１２号）により通知するとともに、既に助成金が交

付されているときは、期限を定めてその返還を交付決定事業者に請求するものとする。 

（報告及び調査） 

第 14 条 市長は、必要と認める事項について、交付決定事業者に対し報告を求め、又は

調査することができる。 

（成果の公表） 

第 15 条 市長は、必要があると認めるときは、認定事業の成果について認定事業者に公

表させることができる。 



 

２  認定事業者は、前項の規定により成果の公表を求められた時は、これに応じなけれ

ばならない。 

 （その他） 

第 16 条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

 

   附 則 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、令和７年５月７日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別表１（第５条関係） 

区 分 内  容 

報償費 外部専門家への相談料、研修会等の講師謝礼 等 

旅費 外部専門家の旅費、研修会受講の為の旅費 等 

消耗品費 研修会に係る教材費 等 

印刷製本費 各種制度周知パンフレット又は研修用教材等の印刷費 等 

受講料 研修会等に係る受講料 等 

委託料 外部専門家によるコンサルティング料、 

研修会開催に係る委託料 等 

使用料及び賃借料 研修会等に係る会場使用料 等 

その他 その他、適当と認められる経費 

 

別表２（第６条関係） 

１ 助成率 助成対象経費の２分の１ 

２ 助成限度額 ５万円（１００円未満の端数がある場合は切り捨て） 


